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1.  平成23年3月期第2四半期の連結業績（平成22年4月1日～平成22年9月30日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期第2四半期 48,046 △6.4 △171 ― △486 ― △319 ―
22年3月期第2四半期 51,318 △15.4 △68 ― △446 ― △934 ―

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

23年3月期第2四半期 △5.03 ―
22年3月期第2四半期 △14.71 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期第2四半期 79,405 21,677 27.2 340.40
22年3月期 96,171 22,285 23.0 348.65

（参考） 自己資本   23年3月期第2四半期  21,614百万円 22年3月期  22,138百万円

2.  配当の状況 

（注）当四半期における配当予想の修正有無  無  
 

年間配当金
第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

22年3月期 ― ― ― 1.00 1.00
23年3月期 ― ―
23年3月期 

（予想）
― 1.00 1.00

3.  平成23年3月期の連結業績予想（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 
（％表示は、対前期増減率）

（注）当四半期における業績予想の修正有無  無   

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 122,000 0.8 1,400 △38.1 1,200 △29.7 600 △3.9 9.44



(1) 当四半期中における重要な子会社の異動  無  

（注）当四半期会計期間における連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動の有無となります。 

(2) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用  有  
（注）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。 

(3) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

（注）「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載される四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表
示方法等の変更の有無となります。 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 
・この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であり、この四半期決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基
づく四半期財務諸表のレビュー手続は終了していません。 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
・本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、
実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。 

4.  その他 （詳細は、【添付資料】P.2「その他」をご覧ください。）

新規 ―社 （社名 ）、 除外 ―社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有
② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年3月期2Q 67,170,143株 22年3月期  67,170,143株
② 期末自己株式数 23年3月期2Q  3,672,414株 22年3月期  3,672,368株
③ 期中平均株式数（四半期累計） 23年3月期2Q 63,497,672株 22年3月期2Q 63,504,166株
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（１）連結経営成績に関する定性的情報 

 当第２四半期連結会計期間におけるわが国経済は、海外経済の減速に伴う輸出の鈍化も予測され、さらには円高

による企業業績への影響も加わり、景気回復が鈍化し、景気停滞感が強まる懸念があります。 

 当社グループの主要事業である建設業界においては、政府建設投資は、2010年度の公共投資が対前年度大幅減と

なることに伴い、低水準で推移することは避けられず、2011年も継続して減少するとみられます。 

又、民間建設投資は回復が遅れているものの今後は緩やかな増加が見込まれますが、全体として建設投資は低水準

で推移することは避けられず、建設業にとっては厳しい経営環境が継続すると見込まれます。 

 このような状況のもと、当社グループは引続き採算性を重視した選別受注、原価の圧縮及び徹底した経費節減に

取り組みました結果、当第２四半期(６ヶ月)の業績につきましては、売上高が48,046百万円（前年同期比6.4％

減）、売上総利益が2,062百万円（前年同期比28.7%減）となりましたことから、営業損失が171百万円（前年同期

は営業損失68百万円）、経常損失が486百万円（前年同期は経常損失446百万円）となり、四半期純損失は319百万

円（前年同期は四半期純損失934百万円）となりました。 

 なお、当社グループの主たる事業である土木事業及び建築事業においては、契約による工事の完成引渡が第４四

半期連結会計期間に集中しているため、第４四半期連結会計期間の完成工事高が著しく多くなるといった季節的変

動があります。 

  

  

（２）連結財政状態に関する定性的情報 

 当第２四半期末の資産の部は、前連結会計年度末に比べ受取手形・完成工事未収入金等が12,495百万円、未成工

事支出金等が2,781百万円減少したこと等により、資産合計は16,765百万円減少した79,405百万円となりました。

負債の部は、前連結会計年度末に比べ支払手形・工事未払金が8,277百万円、未成工事受入金が4,660百万円減少し

たこと等により、負債合計は16,158百万円減少した57,727百万円となりました。純資産の部は、前連結会計年度末

に比べ607百万円減少した21,677百万円となり、自己資本比率は27.2％となりました。 

  

  

（３）連結業績予想に関する定性的情報 

 平成22年5月14日発表の通期の連結業績予想に変更はありません。 

  

  

（１）簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要  

 （貸倒見積高を算定する方法） 

 一般債権の貸倒見積高の算定については、前連結会計年度末に算定したものと著しい変化がないと認められる

ため、前連結会計年度決算において算定した貸倒見積率を使用しています。 

 （固定資産の減価償却費の算定方法） 

 定率法を採用している固定資産について、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分しています。 

  

  

（２）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要  

 「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会

計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を第１四半期連結会計期間から適用して

います。  

   この基準適用による業績及びセグメント情報への影響は軽微であります。 

  

  

  

１．当四半期決算に関する定性的情報

２．その他の情報



３．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金預金 20,314 19,368

受取手形・完成工事未収入金等 32,549 45,045

有価証券 10 －

未成工事支出金等 8,186 10,967

短期貸付金 46 71

繰延税金資産 355 340

その他 4,397 6,264

貸倒引当金 △170 △252

流動資産合計 65,689 81,805

固定資産   

有形固定資産   

建物・構築物 4,428 4,416

機械、運搬具及び工具器具備品 9,527 10,171

土地 4,646 4,658

建設仮勘定 5 －

減価償却累計額 △11,207 △11,558

有形固定資産計 7,400 7,688

無形固定資産 148 141

投資その他の資産   

投資有価証券 3,152 3,427

長期貸付金 811 817

破産更生債権等 1,789 1,883

繰延税金資産 633 606

その他 1,595 1,636

貸倒引当金 △1,815 △1,836

投資その他の資産計 6,166 6,535

固定資産合計 13,715 14,365

資産合計 79,405 96,171



（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形・工事未払金等 26,981 35,258

短期借入金 8,852 8,916

コマーシャル・ペーパー － 997

未払法人税等 119 141

未成工事受入金 5,877 10,538

預り金 4,168 4,903

完成工事補償引当金 302 292

賞与引当金 176 179

工事損失引当金 934 956

その他 373 1,621

流動負債合計 47,786 63,804

固定負債   

繰延税金負債 330 439

退職給付引当金 7,140 7,344

訴訟損失引当金 62 69

その他 2,408 2,228

固定負債合計 9,941 10,081

負債合計 57,727 73,886

純資産の部   

株主資本   

資本金 5,100 5,100

資本剰余金 3,688 3,688

利益剰余金 13,163 13,546

自己株式 △650 △650

株主資本合計 21,301 21,684

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 316 453

繰延ヘッジ損益 △3 －

評価・換算差額等合計 312 453

少数株主持分 62 146

純資産合計 21,677 22,285

負債純資産合計 79,405 96,171



（２）四半期連結損益計算書 
（第２四半期連結累計期間） 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

売上高 51,318 48,046

売上原価 48,426 45,983

売上総利益 2,892 2,062

販売費及び一般管理費 2,960 2,233

営業損失（△） △68 △171

営業外収益   

受取利息 5 5

受取配当金 28 25

受取保険金 － 25

保険配当金 28 －

株式割当益 － 22

営業譲受債権回収益 － 37

その他 42 21

営業外収益合計 104 137

営業外費用   

支払利息 204 125

支払保証料 30 27

為替差損 150 259

その他 98 39

営業外費用合計 482 452

経常損失（△） △446 △486

特別利益   

貸倒引当金戻入額 － 72

退職給付制度改定益 － 53

固定資産売却益 405 102

訴訟損失引当金戻入額 6 －

投資有価証券売却益 － 147

その他 14 1

特別利益合計 426 377

特別損失   

固定資産除売却損 284 12

減損損失 380 9

環境対策費 － 8

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 9

その他 31 0

特別損失合計 695 39

税金等調整前四半期純損失（△） △715 △147

法人税、住民税及び事業税 51 311

法人税等調整額 234 △57

法人税等合計 285 254

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △402

少数株主損失（△） △66 △82

四半期純損失（△） △934 △319



（第２四半期連結会計期間） 

（単位：百万円）

前第２四半期連結会計期間 
(自 平成21年７月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成22年７月１日 
 至 平成22年９月30日) 

売上高 26,415 25,387

売上原価 24,435 24,238

売上総利益 1,980 1,149

販売費及び一般管理費 1,246 1,087

営業利益 733 62

営業外収益   

受取利息 4 4

受取配当金 0 －

営業譲受債権回収益 － 35

その他 17 8

営業外収益合計 22 48

営業外費用   

支払利息 97 58

支払保証料 13 14

為替差損 180 46

その他 78 31

営業外費用合計 370 151

経常利益又は経常損失（△） 385 △40

特別利益   

固定資産売却益 277 102

訴訟損失引当金戻入額 6 －

投資有価証券売却益 － 147

その他 12 1

特別利益合計 295 251

特別損失   

固定資産除売却損 205 2

減損損失 380 －

環境対策費 － 8

その他 11 0

特別損失合計 597 10

税金等調整前四半期純利益 84 199

法人税、住民税及び事業税 35 31

法人税等調整額 196 △25

法人税等合計 231 5

少数株主損益調整前四半期純利益 － 194

少数株主損失（△） △48 △36

四半期純利益又は四半期純損失（△） △98 230



（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純損失（△） △715 △147

減価償却費 319 296

減損損失 380 9

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 9

貸倒引当金の増減額（△は減少） 399 △102

完成工事補償引当金の増減額（△は減少） △1 9

賞与引当金の増減額（△は減少） 2 △2

退職給付引当金の増減額（△は減少） 139 △203

工事損失引当金の増減額（△は減少） △457 △21

その他の引当金の増減額（△は減少） △19 △7

固定資産除売却損益（△は益） △121 △90

受取利息及び受取配当金 △33 △31

支払利息 204 125

為替差損益（△は益） 9 72

株式割当益 － △22

投資有価証券売却損益（△は益） 4 △147

投資有価証券評価損益（△は益） 10 －

売上債権の増減額（△は増加） 8,956 12,495

たな卸資産の増減額（△は増加） 945 2,784

仕入債務の増減額（△は減少） △9,162 △8,280

未成工事受入金の増減額（△は減少） 1,334 △4,660

その他の資産の増減額（△は増加） 1,212 1,798

その他の負債の増減額（△は減少） △679 △1,829

その他の損益（△は益） △1 △0

小計 2,727 2,054

利息及び配当金の受取額 35 31

利息の支払額 △137 △126

法人税等の支払額 △301 △210

法人税等の還付額 112 72

損害賠償金の支払額 － △18

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,435 1,802



（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △10 △68

定期預金の払戻による収入 20 10

有形固定資産の取得による支出 △168 △80

有形固定資産の売却による収入 1,445 205

無形固定資産の取得による支出 △12 △20

投資有価証券の取得による支出 △11 △8

投資有価証券の売却による収入 55 214

短期貸付金の増減額（△は増加） △0 △0

長期貸付けによる支出 △4 △2

長期貸付金の回収による収入 11 20

会員権の取得による支出 － △4

会員権の償還による収入 44 7

投資活動によるキャッシュ・フロー 1,369 271

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △7,319 △64

コマーシャル・ペーパーの純増減額（△は減少） － △997

自己株式の取得による支出 △0 △0

自己株式の処分による収入 0 0

配当金の支払額 － △63

少数株主への配当金の支払額 △0 △0

リース債務の返済による支出 △1 △2

財務活動によるキャッシュ・フロー △7,322 △1,128

現金及び現金同等物に係る換算差額 △19 △58

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △3,536 886

現金及び現金同等物の期首残高 18,395 19,348

現金及び現金同等物の四半期末残高 14,858 20,235



 該当事項はありません。  

  

【事業の種類別セグメント情報】 

前第２四半期連結会計期間（自平成21年７月１日 至平成21年９月30日） 

  

前第２四半期連結累計期間（自平成21年４月１日 至平成21年９月30日） 

 （注）１．事業区分の方法及び各区分に属する主要な事業の内容 

   (1) 事業区分の方法 

     日本標準産業分類及び四半期連結損益計算書の売上集計区分を勘案して区分しました。 

   (2) 各区分に属する主要な事業の内容 

     建設事業：土木・建築その他建設工事全般に関する事業 

     不動産事業：不動産の売買、賃貸、仲介等に関する事業 

その他の事業：建設用資材の販売、賃貸等に関する事業 

  ２．すべての営業費用は各セグメントに配分されているため配賦不能営業費用はありません。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前第２四半期連結会計期間（自平成21年７月１日 至平成21年９月30日） 

 全セグメントの売上高の合計額に占める「本邦」の割合が90％を超えているため、所在地別セグメント情報

の記載を省略します。 

前第２四半期連結累計期間（自平成21年４月１日 至平成21年９月30日） 

 全セグメントの売上高の合計額に占める「本邦」の割合が90％を超えているため、所在地別セグメント情報

の記載を省略します。 

【海外売上高】 

前第２四半期連結会計期間（自平成21年７月１日 至平成21年９月30日） 

 海外売上高が連結売上高の10%未満のため、海外売上高の記載を省略します。 

  

前第２四半期連結累計期間（自平成21年４月１日 至平成21年９月30日） 

 海外売上高が連結売上高の10%未満のため、海外売上高の記載を省略します。 

  

（４）継続企業の前提に関する注記

（５）セグメント情報

  
建設事業 
（百万円） 

不動産事業 
（百万円） 

その他の事業
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高                                    

(1）外部顧客に対する売上高  25,328  778  308  26,415  －  26,415

(2）セグメント間の内部売上

  高又は振替高 
 24  45  308  378  △378  －

計  25,353  823  617  26,794  △378  26,415

営業利益又は営業損失（△）  759  △45  △4  710  23  733

  
建設事業 
（百万円） 

不動産事業 
（百万円） 

その他の事業
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高                                    

(1）外部顧客に対する売上高  48,951  1,681  685  51,318  －  51,318

(2）セグメント間の内部売上

  高又は振替高 
 50  92  733  876  △876  －

計  49,002  1,773  1,419  52,195  △876  51,318

営業利益又は営業損失（△）  230  △224  △122  △115  46  △68



  

【セグメント情報】 

  １．報告セグメントの概要  

 当社グループの報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役

会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであり

ます。  

 当社グループは、主として土木、建築工事を中心とした建設事業を営んでおり、土木工事全般に関する事

業であります「土木事業」、建築工事全般に関する事業であります「建築事業」及び建設事業以外の事業

（不動産の売買、賃貸等や建設用資材の販売、賃貸等に関する事業等）であります「その他の事業」の３つ

を報告セグメントとしています。 

     

    ２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報  

当第２四半期連結累計期間（自平成22年４月１日 至平成22年９月30日） 

（単位：百万円）

（注）１．セグメント利益又は損失（△）の調整額△4百万円は、セグメント間取引消去であります。 

   ２．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業損失（△）と調整を行っています。 

   

当第２四半期連結会計期間（自平成22年７月１日 至平成22年９月30日） 

（単位：百万円）

（注）１．セグメント利益又は損失（△）の調整額4百万円は、セグメント間取引消去であります。       

   ２．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っています。 

   

   （追加情報） 

 第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平

成21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平成

21年３月21日）を適用しています。 

  

  該当事項はありません。 

  
  

報告セグメント 
調整額 
（注１）  

四半期連結損益

計算書計上額 
（注２）  土木事業 建築事業 その他の事業 計 

売上高                                    

外部顧客に対する売上高  27,182  19,400  1,463  48,046  －  48,046

セグメント間の内部売上

高又は振替高 
 －  9  278  287  △287  －

計  27,182  19,409  1,741  48,333  △287  48,046

セグメント利益又は損失

（△） 
 242  △238  △170  △166  △4  △171

  
  

報告セグメント 
調整額 
（注１）  

四半期連結損益

計算書計上額 
（注２）  土木事業 建築事業 その他の事業 計 

売上高                                    

外部顧客に対する売上高  13,888  10,674  824  25,387  －  25,387

セグメント間の内部売上

高又は振替高 
 －  4  115  119  △119  －

計  13,888  10,678  940  25,507  △119  25,387

セグメント利益又は損失

（△） 
 124  △8  △58  57  4  62

（６）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記



（１）四半期個別受注の概況 

個別受注実績                  （単位：百万円）         

  （注）（ ）内のパーセント表示は、構成比率を示します。 

   

  

  

４．補足情報

   受 注 高      

23年３月期第２四半期    37,948       % 14.5     

22年３月期第２四半期    33,151        % △27.7     

（注）１．受注高は、当該四半期までの金額です。  

   ２．パーセント表示は、対前年同四半期増減率を示します。 

  

（参考）受注実績内訳                             （単位：百万円） 

区   分 
平成22年３月期 

第２四半期累計期間

平成23年３月期 

第２四半期累計期間
比較増減 増減率 

建 

設 

事 

業 

土 

木 

 国内官公庁 14,741  ( %)44.5 19,304  ( %)50.9       4,563        31.0% 

 国内民間 1,233  ( %)3.7 1,281   ( %)3.4             48         3.9% 

 海外 2,644  ( %)8.0 481 ( %)1.2        △2,162      △81.8% 

 計 18,618  ( %)56.2 21,067  ( %)55.5       2,449        13.2% 

建 

築 

 国内官公庁 3,737 ( %)11.3 4,561  ( %)12.0          823        22.0% 

 国内民間 10,788  ( %)32.5 12,296  ( %)32.4          1,508        14.0% 

 海外 7   ( %)0.0 22   ( %)0.1          14       191.0% 

 計 14,533  ( %)43.8 16,880  ( %)44.5          2,347        16.2% 

合 

計 

 国内官公庁 18,478  ( %)55.7 23,866  ( %)62.9       5,387        29.2% 

 国内民間 12,021  ( %)36.3 13,577  ( %)35.8        1,556        12.9% 

 海外 2,651   ( %)8.0 504 ( %)1.3        △2,147      △81.0% 

 計 33,151 ( %)100.0 37,948 ( %)100.0       4,796    14.5% 
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